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２ 研究・研究調査事業 
全国の先導的な取り組み，東北地方の自治体に共通する研修ニーズを研究・発表するために以下

の事業を行う。 

 

    

 目 的：研修に関する各種の情報を提供し交換するとともに，これからの研修のあり方， 研修内

容，研修技法等について研究する。 

対 象：東北６県の県・市町村の研修企画者又は研修指導者 

 

 

研修に関する研究調査，自治行政に関する研究調査についての論文及び研修修了者のレポ－ト等

を掲載するとともに，当財団の事業内容を紹介する。 

 

 

① 研修事業検討委員会の開催 

② 情報収集 

 

 

 

３ 東北自治総合研修センター維持管理業務 
  公益財団法人東北自治研修所「定款」及び「東北自治総合研修センターの管理運営に関する協定

書」に基づき，当センターの維持管理業務及び寄宿舎「青葉寮」の運営管理を行う。 

  また，東北６県の自治体主催事業による施設利用の促進を図る。 

 

   

  当センターの維持管理業務を行う。 

 

 

   当センターの寄宿舎「青葉寮」の運営管理を行う。 

 

 

① 東北６県の各部局，市町村等が主催する職員以外を含めた宿泊研修利用 

  ② 東北６県の県立高校（県教育委員会主催事業）の夏季講習等のための合宿利用 

  ③ その他東北６県の公共的・公益団体が行う研修事業等の受入れ 

 

 

 

 

(2) 機関誌「東北自治」 

(3) 研修事業に関する研究調査 

(1) 研究会 

(1) 施設の維持管理業務 

(2)寄宿舎運営事業 

(3)自治体主催事業による施設利用の促進 
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区分 S39～H8 H９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
計

S39～H25

1 主任級職員研修 28 28

（ 県 ） 3,246 89 105 90 88 80 76 74 77 73 59 44 45 39 33 中止 中止 - 4,218

（ 県 ・ 市 町 村 ） 0 16 47 62 125

（ 市 町 村 ） 3,175 88 83 76 72 74 72 71 53 49 55 47 45 43 41 32 ‐ - 4,076

（ 県 課 長 ） 691 691

（ 県 課 長 補 佐 ） 804 804

（ 市 町 村 課 長 ） 992 992

（ 県 課 長 ・ 補 佐 ） 481 36 45 44 606

（市町村課長・補佐） 478 28 31 23 560

政 策 形 成 理 論 0 45 57 48 49 51 39 30 30 25 33 20 18 11 456

政 策 形 成 技 法 0 33 30 30 33 29 22 24 25 15 19 18 19 12 309

説 明 力 ・ 表 現 力 向 上 0 23 15 16 54

地 震 防 災 0 47 51 98

マ ス メ デ ィ ア 対 応 0 42 21 29 35 127

研 修 企 画 ・ （ 基 本 コ ー ス ） 310 20 20 19 15 19 17 18 10 13 12 15 13 11 12 9 16 15 564

指 導 者 研 修 （ 応 用 実 践 コ ー ス ） 19 19

(標準課程･基本コース) 1,047 18 18 18 17 12 12 15 1,157

Ｊ Ｓ Ｔ 指 導 者 （ 継 続 課 程 ） 316 316

養 成 研 修 （アドバンスコース） 30 30

（ 応 用 実 践 コ ー ス ） 10 10

６ 0 17 16 12 10 12 12 15 13 11 11 12 18 159

７ 261 19 18 20 22 22 21 34 22 22 20 20 22 22 10 19 21 595

８ 155 20 20 20 215

９ 69 17 19 14 15 15 14 19 15 12 11 14 10 15 17 276

10 0 20 17 16 53

11 284 284

12 173 173

13 81 81

14 230 45 45 45 43 38 446

（ 長 期 税 務 ） 1,181 1,181

15 （ 短 期 税 務 ） 180 180

（ 市 税 務 ） 291 291

16 1,104 1,104

17 623 623

18 1,203 1,203

19 572 572

20 208 208

（ 土 木 技 術 ） 185 185

（ 道 路 ） 249 249

（ 農 業 土 木 ） 182 182

（ 河 川 ） 84 84

（ 港 湾 ） 32 32

（ 林 務 ） 129 129

22 168 168

23 129 129

24 107 107

少 子 ・ 高 齢 問 題 0 27 31 28 25 28 30 20 26 25 19 21 22 17 10 329

Ｎ Ｐ Ｏ 0 37 32 36 28 28 18 24 15 218

新 公 共 経 営 ( Ｎ Ｐ Ｍ ) 0 35 23 22 21 23 15 139

環 境 問 題 0 37 9 19 65

地 域 経 済 活 性 化 0 31 31

25 行 政 課 題 研 修 （ 県 ・ 市 町 村 ） 0 50 50

（ 県 ） 127 127

（ 市 町 村 ） 114 114

26 111 111

27 58 16 18 28 20 22 27 189

28 17 21 38

29 0 31 33 24 20 23 18 25 18 14 22 15 243

30 0 17 17

19,906 381 434 462 436 399 414 384 374 325 294 291 297 310 311 211 252 339 25,792

危 機 管 理 研 修

（単位：人）

３ 管 理 者 研 修

ハ ラ ス メ ン ト 防 止 指 導 者 養 成 研 修

デ ィ ベ ー ト 研 修

国 際 化 対 応 研 修

土 木 職 員 研 修

用 地 関 係 事 務 研 修

公 害 行 政 担 当 職 員 研 修

財 務 会 計 関 係 事 務 研 修

政 策 法 務 研 修

一
　
般
　
研
　
修

指
 
導
 
者
 
養
 
成
 
研
 
修

専
　
　
　
門
　
　
　
研
　
　
　
修

特
　
　
別
　
　
研
　
　
修

公 営 企 業 研 修

社 会 福 祉 主 事 資 格 認 定 講 習

地 方 行 政 講 座

能 力 開 発 技 法 研 修

プ ラ ン ナ ー 養 成 研 修

21

監 査 委 員 事 務 局 職 員 研 修

労 働 関 係 事 務 研 修

税 務 職 員 指 導 者 養 成 研 修

研修種別　　　　　　　　　　　　　 年度別

２

５

４

中 堅 職 員 研 修

　■■■研修実績■■■

　　昭和39年度～平成25年度　研修種別受講者実績表

Ｊ Ｋ Ｅ Ｔ 指 導 者 養 成 研 修

接 遇 研 修 指 導 者 養 成 研 修

計

税 務 関 係
事 務 研 修

Ｋ Ｅ Ｔ 指 導 者 養 成 研 修

Ｏ Ｊ Ｔ 実 践 コ ー ス 指 導 者 養 成 研 修

事 例 研 究 指 導 者 養 成 研 修

イ ン ス ト ラ ク タ ー 養 成 研 修
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192 193

中
堅

中
堅

青森県 1 1 0 1 0 0 3 0 0 1 0 2 2 1 0 6 0 18

秋田県 1 0 1 1 0 0 1 2 1 1 0 0 1 1 0 0 0 10

岩手県 3 5 5 4 3 3 2 2 1 0 1 2 2 2 3 3 3 44

山形県 0 2 2 2 2 1 2 1 2 0 1 2 1 0 1 1 1 21

福島県 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 5

宮城県 3 2 1 0 1 2 15 2 2 3 1 1 5 8 6 9 4 65

県　小　計 8 11 10 8 6 6 23 7 6 5 5 7 12 12 10 19 8 163

青森市 1 2 3

弘前市 1 1 1 3

八戸市 1 1 2

五所川原市 1 1 2

十和田市 1 1 1 2 1 6

三沢市 1 1

平川市 1 1

六戸町 1 1

六ヶ所村 1 1

田子町 1 1

八戸圏域水道 1 1 1 3

弘前地区消防 1 1 2

弘前地区環境 1 1

三戸郡福祉 1 1

青森県小計 0 0 5 0 0 1 0 1 2 6 3 2 1 3 2 2 0 28

秋田市 1 1

横手市 1 1 1 1 1 1 1 1 8

湯沢市 1 1

鹿角市 1 1

北秋田市 1 1

美郷町 2 2

羽後町 1 1

大曲仙北広域 2 2

秋田県小計 2 1 3 4 1 0 0 1 1 3 1 0 0 0 0 0 0 17

盛岡市 1 1 1 1 1 1 1 1 8

宮古市 1 1

花巻市 1 1 2

久慈市 1 1 1 1 1 1 6

遠野市 1 1

一関市 3 1 3 1 8

陸前高田市 1 1

雫石町 1 1

岩手町 1 1

矢巾町 1 1 2

岩泉町 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 13

軽米町 2 2

一関地区広域 1 1

岩手県小計 8 4 7 1 0 1 1 2 4 6 7 1 1 0 2 0 2 47

少
子
・

高
齢
問
題

平成25年度 自治体別派遣実績
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米沢市 1 1 2

酒田市 2 2 4

新庄市 1 1 2

上山市 2 1 2 5

長井市 2 2

東根市 1 1 2

中山町 1 1

朝日町 1 1

三川町 1 1

最上広域市町村 2 2

西置賜行政 1 1 1 1 4

山形県小計 3 0 4 0 0 2 5 1 3 1 1 1 1 0 0 4 0 26

福島市 1 1 2

会津若松市 0

郡山市 1 1 2

白河市 1 1

喜多方市 1 1

二本松市 1 1

田村市 1 1 1 1 1 5

本宮市 1 1 2

矢吹町 1 1 1 3

石川町 2 1 1 4

小野町 1 1

会津若松地方 1 1

福島自治研 1 1

福島県小計 4 3 8 2 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 3 0 24

塩竈市 1 1

白石市 1 1

角田市 1 1 1 3

登米市 1 1 2

大崎市 2 1 1 4

村田町 1 1 2

柴田町 1 1

丸森町 1 4 1 1 1 8

利府町 1 2 3

大和町 1 1 1 3

病院機構 2 2 4

市研 2 2

宮城県小計 3 2 4 1 4 1 5 2 2 0 0 4 0 2 1 3 0 34

合　計 28 21 41 16 12 11 35 15 18 21 17 16 15 17 15 31 10 339
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修了者数

28人

２７

６

１４

７

８８

２５

２９

３４

４

２

２

開・閉講式，オリエンテーション ５

１２４

氏　　　名 所　属・職　名

平成25年度　研修実績

第１　主任級職員研修

　１　第１回研修

実　施　期　間 対　　　象

地方自治法 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

Ⅰ　基本科目

平成25年７月１日～７月26日
原則受講時年齢
25歳以上35歳未満の職員

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

政策形成能力開発 兼　松　方　彦 (一社)日本経営協会 専任講師

プレゼンテーション・
コミュニケーション

新　井　　　均 (株)話し方研究所 教授

政策法務 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

Ⅱ　演習科目

Ⅲ　講　話

少子・高齢問題 吉　田　　　浩 東北大学大学院経済学研究科 教授

地域経済の活性化 木　村　俊　昭
東京農業大学生物産業学部
地域産業経営学科　教授

計

政策の実際Ⅰ 新　田　新一郎 (有)プランニング開 代表取締役

政策の実際Ⅱ 渡　辺　正　範 十日町市産業観光部観交流課長
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修了者数

21人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

７７

３

３

１５

６

１８

３

４

３

７４

１４

２０

１９

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２６４

体育〔３Ｂ体操他〕

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

震災関連特別講話Ⅰ

政策の実際

民間企業トップの講話

〔行政法〕

震災関連特別講話Ⅱ

計

高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

（自主学習時間を含む。）

山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

(公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

Ⅴ　その他

中　島　弘　子

菊　池　雅　彦 (株)話し方研究所 講師

黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

(一社)日本経営協会 講師

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室　室長補佐

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

東北大学大学院法学研究科 教授

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

東北大学教養教育院 総長特命教授

(有)プランニング開 代表取締役

東北福祉大学総合福祉学部
社会福祉学科長 教授

東北大学大学院環境科学研究科 教授

宮城教育大学 名誉教授

法律事務所絆　弁護士

東北大学大学院法学研究科 教授

宮城県公務研修所 講師

東北学院大学経済学部 准教授

岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

折　原　　　裕

清　水　修　二

宮城県環境政策課 技術補佐

吉　岡　敏　明

阿　部　孝　雄

阿　部　裕　二

政策形成能力開発

〔地方自治法〕

〔地方公務員法〕

田　島　平　伸

宍　戸　邦　久

増　田　勝　之

ＣＳ接遇研修実践講座

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

〔民　法〕

プレゼンテーション

地方自治の理念と現実

所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

政策法務

経済学

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業）

東北の政策戦略（商工観光業）

宮城県公務研修所 講師

行政法

民　法

地方自治法

工　藤　昭　彦

新　田　新一郎

福島大学経済経営学類 教授

地方公務員法

第２　中堅職員研修

　１　第192回研修

実　施　期　間

財政学（地方財政問題含む）

鈴　木　法日児

高　城　晶　紀

宍　戸　邦　久

鈴　木　敏　明

対　　　象

平成25年８月19日～10月18日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

法学概論 鈴　木　敏　明

ゼミナール

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名

修了者数

21人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

７７

３

３

１５

６

１８

３

４

３

７４

１４

２０

１９

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２６４

体育〔３Ｂ体操他〕

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

震災関連特別講話Ⅰ

政策の実際

民間企業トップの講話

〔行政法〕

震災関連特別講話Ⅱ

計

高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

（自主学習時間を含む。）

山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

(公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

Ⅴ　その他

中　島　弘　子

菊　池　雅　彦 (株)話し方研究所 講師

黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

(一社)日本経営協会 講師

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室　室長補佐

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

東北大学大学院法学研究科 教授

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

東北大学教養教育院 総長特命教授

(有)プランニング開 代表取締役

東北福祉大学総合福祉学部
社会福祉学科長 教授

東北大学大学院環境科学研究科 教授

宮城教育大学 名誉教授

法律事務所絆　弁護士

東北大学大学院法学研究科 教授

宮城県公務研修所 講師

東北学院大学経済学部 准教授

岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

折　原　　　裕

清　水　修　二

宮城県環境政策課 技術補佐

吉　岡　敏　明

阿　部　孝　雄

阿　部　裕　二

政策形成能力開発

〔地方自治法〕

〔地方公務員法〕

田　島　平　伸

宍　戸　邦　久

増　田　勝　之

ＣＳ接遇研修実践講座

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

〔民　法〕

プレゼンテーション

地方自治の理念と現実

所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

政策法務

経済学

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業）

東北の政策戦略（商工観光業）

宮城県公務研修所 講師

行政法

民　法

地方自治法

工　藤　昭　彦

新　田　新一郎

福島大学経済経営学類 教授

地方公務員法

第２　中堅職員研修

　１　第192回研修

実　施　期　間

財政学（地方財政問題含む）

鈴　木　法日児

高　城　晶　紀

宍　戸　邦　久

鈴　木　敏　明

対　　　象

平成25年８月19日～10月18日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

法学概論 鈴　木　敏　明

ゼミナール

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名



79─　　─ 80─　　─

修了者数

41人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

９１

３

３

１５

１２

６

１８

３

３

３

３

７１

１４

２０

１６

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２７５

　２　第193回研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年10月21日～12月20日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名 所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

法学概論 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

行政法 井　坂　正　宏 東北学院大学法学部 講師

民　法 高　城　晶　紀 法律事務所絆　弁護士

地方自治法 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

地方公務員法 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

経済学 折　原　　　裕 東北学院大学経済学部 准教授

財政学 佐々木　伯　朗 東北大学大学院経済研究科 准教授

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業） 工　藤　昭　彦 東北大学教養教育院 総長特命教授

東北の政策戦略（商工観光業） 新　田　新一郎 (有)プランニング開 代表取締役

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

吉　田　　　浩 東北大学大学院経済学研究科 教授

行政課題研究Ⅱ
(地域づくりの視点)

佐　藤　信　也 山形大学地域教育文化学部 教授

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２
吉　岡　敏　明 東北大学大学院環境科学研究科 教授

阿　部　孝　雄 宮城県環境政策課 技術補佐

地方自治の理念と現実 田　島　平　伸
岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

政策法務 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

政策の実際 高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

震災関連特別講話

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室 室長補佐

宇壽山　純　一 太協物産(株)代表取締役

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

政策形成能力開発 増　田　勝　之 (一社)日本経営協会 講師

ゼミナール （自主学習時間を含む。）

〔民　法〕 山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

〔行政法〕 三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

〔地方自治法〕 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

〔地方公務員法〕 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

プレゼンテーション 小　島　健　二 (株)話し方研究所 主任教授

ＣＳ接遇研修実践講座 黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

体育〔３Ｂ体操他〕 中　島　弘　子 (公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

計

民間企業トップの講話 高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

Ⅴ　その他

修了者数

41人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

９１

３

３

１５

１２

６

１８

３

３

３

３

７１

１４

２０

１６

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２７５

　２　第193回研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年10月21日～12月20日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名 所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

法学概論 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

行政法 井　坂　正　宏 東北学院大学法学部 講師

民　法 高　城　晶　紀 法律事務所絆　弁護士

地方自治法 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

地方公務員法 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

経済学 折　原　　　裕 東北学院大学経済学部 准教授

財政学 佐々木　伯　朗 東北大学大学院経済研究科 准教授

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業） 工　藤　昭　彦 東北大学教養教育院 総長特命教授

東北の政策戦略（商工観光業） 新　田　新一郎 (有)プランニング開 代表取締役

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

吉　田　　　浩 東北大学大学院経済学研究科 教授

行政課題研究Ⅱ
(地域づくりの視点)

佐　藤　信　也 山形大学地域教育文化学部 教授

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２
吉　岡　敏　明 東北大学大学院環境科学研究科 教授

阿　部　孝　雄 宮城県環境政策課 技術補佐

地方自治の理念と現実 田　島　平　伸
岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

政策法務 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

政策の実際 高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

震災関連特別講話

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室 室長補佐

宇壽山　純　一 太協物産(株)代表取締役

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

政策形成能力開発 増　田　勝　之 (一社)日本経営協会 講師

ゼミナール （自主学習時間を含む。）

〔民　法〕 山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

〔行政法〕 三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

〔地方自治法〕 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

〔地方公務員法〕 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

プレゼンテーション 小　島　健　二 (株)話し方研究所 主任教授

ＣＳ接遇研修実践講座 黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

体育〔３Ｂ体操他〕 中　島　弘　子 (公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

計

民間企業トップの講話 高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

Ⅴ　その他



79─　　─ 80─　　─

修了者数

41人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

９１

３

３

１５

１２

６

１８

３

３

３

３

７１

１４

２０

１６

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２７５

　２　第193回研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年10月21日～12月20日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名 所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

法学概論 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

行政法 井　坂　正　宏 東北学院大学法学部 講師

民　法 高　城　晶　紀 法律事務所絆　弁護士

地方自治法 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

地方公務員法 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

経済学 折　原　　　裕 東北学院大学経済学部 准教授

財政学 佐々木　伯　朗 東北大学大学院経済研究科 准教授

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業） 工　藤　昭　彦 東北大学教養教育院 総長特命教授

東北の政策戦略（商工観光業） 新　田　新一郎 (有)プランニング開 代表取締役

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

吉　田　　　浩 東北大学大学院経済学研究科 教授

行政課題研究Ⅱ
(地域づくりの視点)

佐　藤　信　也 山形大学地域教育文化学部 教授

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２
吉　岡　敏　明 東北大学大学院環境科学研究科 教授

阿　部　孝　雄 宮城県環境政策課 技術補佐

地方自治の理念と現実 田　島　平　伸
岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

政策法務 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

政策の実際 高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

震災関連特別講話

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室 室長補佐

宇壽山　純　一 太協物産(株)代表取締役

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

政策形成能力開発 増　田　勝　之 (一社)日本経営協会 講師

ゼミナール （自主学習時間を含む。）

〔民　法〕 山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

〔行政法〕 三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

〔地方自治法〕 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

〔地方公務員法〕 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

プレゼンテーション 小　島　健　二 (株)話し方研究所 主任教授

ＣＳ接遇研修実践講座 黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

体育〔３Ｂ体操他〕 中　島　弘　子 (公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

計

民間企業トップの講話 高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

Ⅴ　その他

修了者数

41人

１０２

６

２４

２４

１２

９

１２

１５

９１

３

３

１５

１２

６

１８

３

３

３

３

７１

１４

２０

１６

(１６)

(１６)

(１６)

(１６)

７

１４

２

２

４

４

開・閉講式，オリエンテーション ５

２７５

　２　第193回研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年10月21日～12月20日
原則受講時年齢
30歳以上41歳未満の職員

科　　　　目 時間数
講　　　　　師

氏　　　名 所　属・職　名

Ⅰ　法制経済科目

法学概論 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

行政法 井　坂　正　宏 東北学院大学法学部 講師

民　法 高　城　晶　紀 法律事務所絆　弁護士

地方自治法 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

地方公務員法 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

経済学 折　原　　　裕 東北学院大学経済学部 准教授

財政学 佐々木　伯　朗 東北大学大学院経済研究科 准教授

Ⅱ　行政運営科目

東北の政策戦略（東北の農業） 工　藤　昭　彦 東北大学教養教育院 総長特命教授

東北の政策戦略（商工観光業） 新　田　新一郎 (有)プランニング開 代表取締役

行政課題研究Ⅰ
(少子・高齢化社会への対応)

吉　田　　　浩 東北大学大学院経済学研究科 教授

行政課題研究Ⅱ
(地域づくりの視点)

佐　藤　信　也 山形大学地域教育文化学部 教授

行政課題研究Ⅲ(環境問題) ２２
吉　岡　敏　明 東北大学大学院環境科学研究科 教授

阿　部　孝　雄 宮城県環境政策課 技術補佐

地方自治の理念と現実 田　島　平　伸
岩手県立大学総合政策学部
総合政策学科長 教授

政策法務 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

政策の実際 高　野　誠　鮮 羽咋市教育委員会文化財室 室長

震災関連特別講話

阿　部　秀　保 宮城県東松島市長

遠　藤　正　寿 宮城県出納局会計指導検査室 室長補佐

宇壽山　純　一 太協物産(株)代表取締役

Ⅲ　演習科目

問題解決技法
(ロジカルシンキング総合講座)

西　部　直　樹 (有)Ｎ＆Ｓラーニング 代表取締役

政策形成能力開発 増　田　勝　之 (一社)日本経営協会 講師

ゼミナール （自主学習時間を含む。）

〔民　法〕 山　谷　澄　雄 山谷法律事務所 弁護士

〔行政法〕 三　輪　佳　久 八島法律事務所 弁護士

〔地方自治法〕 宍　戸　邦　久 東北大学大学院法学研究科 教授

〔地方公務員法〕 鈴　木　敏　明 宮城県公務研修所 講師

プレゼンテーション 小　島　健　二 (株)話し方研究所 主任教授

ＣＳ接遇研修実践講座 黒　田　敬　子 (有)キャリアコム 代表取締役

Ⅳ　一般教養科目

体育〔３Ｂ体操他〕 中　島　弘　子 (公社)日本３Ｂ体操協会東北地区区長

計

民間企業トップの講話 高　橋　和　志 (株)高橋工業 代表取締役

Ⅴ　その他

修了者数

12人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション １h00ｍ

計 19h30ｍ

１　原因分析のプロセス

２　決定分析のプロセス

３　リスク分析のプロセス

４　状況分析のプロセス

５　まとめ

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

18h30m 今　井　繁　之
シンキングマネジメ
ント研究所
代表取締役所長

　２　第122回 政策形成技法（ＴＭ法）コース

実　施　期　間 対　　　象

平成25年９月25日～９月27日
課長及び課長補佐又は受講を希望する
その他の管理監督者等

修了者数

16人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション １h00ｍ

計 13h00ｍ

第３　管理者研修

１　管理者に求められるプレゼンテーション能力〔講義〕
　
２　説明能力を磨く効果的表現術１〔実習１〕

３　説明能力を磨く効果的表現術２〔実習２〕

４　説明能力を磨く効果的表現術３〔実習３〕

５　説明能力を磨く効果的表現術４〔実習４〕

６　議会・委員会対応のポイントと心得〔講義〕

７　答弁力を磨く模擬答弁１〔実習５〕

８　答弁力を磨く模擬答弁２〔実習６〕

12h00m 高　橋　　　修
(株)ＡＯＩ
企画代表取締役

　１　第121回 説明力・表現力向上コース

実　施　期　間 対　　　象

平成25年５月30日～５月31日
課長及び課長補佐又は受講を希望する
その他の管理監督者等

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名



81─　　─ 82─　　─

修了者数

11人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

３　ビジョンの発表

　３　第123回 政策形成理論コース

実　施　期　間 対　　　象

平成25年11月20日～11月22日
課長及び課長補佐又は受講を希望する
その他の管理監督者等

８　政策提言書の作成

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１　政策体系とマネジメント体系の統合

16h00m 本　多　鉄　男
(株)行政マネジメン
ト研究所
代表取締役

２　ビジョンの策定

９　政策提言の実際

４　政策形成のプロセス

５　政策形成の実践　その１

10　まとめ

１h00ｍ

計 17h00ｍ

６　政策形成の実践　その２

７　事務事業課題の発表

修了者数

35人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション １h00ｍ

計 10h00ｍ

５　質疑・応答・まとめ

４　模擬記者会見（ＶＴＲ撮影・再生）

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１　緊急時マスコミ対応の必要性

９h00m 古　山　恵　子
(株)パトス
専任講師

２　記者会見の基礎知識

３　メディア対応の準備

　４　第124回 マスメディア対応コース

実　施　期　間 対　　　象

平成26年１月23日～１月24日
課長及び課長補佐又は受講を希望する
その他の管理監督者等



81─　　─ 82─　　─

修了者数

15人

氏　　名

２　研修担当者の役割，能力，心得

３　自己研鑽＆解説

開・閉講式，オリエンテーション

計 24h00ｍ

時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１h00ｍ

高　橋　利　夫
東北コミュニケー
ション研修所
所長

高　橋　　　修

第４　第29回 研修企画・指導者研修(基本コース)

実　施　期　間 対　　　象

平成25年５月７日～５月10日
職員研修担当者又は受講を希望する職
員

　　内　　　　　　容

(株)ＡＯＩ企画
代表取締役

１　これからの職員研修＆人材育成

４　研修に活用される技法を理解するⅠ

５　研修に活用される技法を理解するⅡ

６　研修プランニングにおける留意点

７　課題による研修プランニングの実際

第１部【研修企画者として】

・良い講師の３条件

・学習効果をあげるために

・本番を迎えるにあたって

 17h00ｍ

 ６h00ｍ

８　効果的な講義手法

第２部【研修講師として】



83─　　─ 84─　　─

修了者数

18人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

５　望ましい職場風土の形成  3h30ｍ

１h00ｍ

計 21h50ｍ

１　倫理とは  3h10ｍ

小　貫　　　格
(一財)公務人材開発
協会
講師

２　公務員に求められる倫理  2h00ｍ

３　公務員に求められる規律  3h40ｍ

４　実際の場面で  8h30ｍ

第５　第12回 ＪＫＥＴ(公務員倫理)指導者養成研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年６月18日～６月21日

討議式研修「公務員倫理を考える」
(ＪＫＥＴ)の指導者となることが予定
されている職員及び受講を希望する職
員

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

修了者数

21人

氏　　名

黒　田　敬　子

開・閉講式，オリエンテーション

５　クレーム対応

６　よりよい接遇を目指して

８　ＣＳ接遇実講座  ６h00ｍ

第６　第27回 接遇研修指導者養成研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年６月11日～６月14日
接遇研修の指導者となることが予定さ
れる職員及び受講を希望する職員

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１　公務における接遇

菊　入　和　子
(一財)公務人材開発
協会
講師

２　マナーとコミュニケーション

３　面接対応

４　電話対応

７　指導会議

１h00ｍ

計 23h40ｍ

(有)キャリアコム・
代表取締役

１h00ｍ

２h10ｍ

２h00ｍ

２h30ｍ

３h30ｍ

２h40ｍ

２h50ｍ



83─　　─ 84─　　─

修了者数

17人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

第７　第18回 ＯＪＴ指導者養成研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年５月22日～５月24日
ＯＪＴ研修の指導者となることが予定
されている職員及び受講を希望する管
理・監督者

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

計 17h30ｍ

11　講評・まとめ

(一社)日本経営協会
専任講師

福島　規久夫

１　イントロダクション

２　新規採用職員を知る

３　育成マインドの基本

10　模擬講義(２回目)

 ３h30ｍ

 ７h00ｍ

 ６h00ｍ

８　講義を進める上でのポイントの紹介

９　２回目の模擬講義に向けての計画策定(班単位)

 １h00ｍ

４　指導担当者がやるべき３つのこと

５　教え方の４ステップと３感

６　研修指導する側の基本姿勢

７　模擬講義(１回目)



85─　　─ 86─　　─

修了者数

16人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

第８　第３回 ハラスメント防止指導者養成研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年７月11日～７月12日
ハラスメント防止研修の指導者となる
ことが予定されている職員及び受講を
希望する職員

５　パワハラの定義と判断基準

(一財)公務人材開発
協会
講師

６　パワハラの苦情相談と対応の方法

　　内　　　　　　容 時間数

８　全体的質疑応答

講　　　　　　　師

所　属・職　名

 ３h00ｍ

 ３h00ｍ

 ３h00ｍ

１h00ｍ

計 10h00ｍ

１　ハラスメントの現状と管理者の役割

菊　入　和　子

２　セクハラの防止

３　セクハラ苦情相談と対応の方法

４　セクハラの事例研究

７　パワハラの事例研究

修了者数

15人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

第９　第11回政策法務研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年６月24日～６月27日

係長級の職員又は法令に興味のある職
員等（法制執務担当者のほか，まちづ
くりや環境行政などの政策の企画･立
案担当者を含む。)

 ３h00ｍ

４　演習：法制提案実習　グループ討議

 ２h45ｍ

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１　基調講義「政策法務概論」

宍　戸　邦　久
東北大学大学院法学
研究科
教授

１h00ｍ

計 23h45ｍ

２　演習：課題事例研究　グループ討議

３　課題事例研究　発表

５　法制提案実習　発表

 ３h00ｍ

 ３h00ｍ

 11h00ｍ



85─　　─ 86─　　─

修了者数

17人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

第10　第１回危機管理研修

実　施　期　間 対　　　象

平成25年11月５日～11月７日
危機管理に携わる職員及び受講を希望
する職員

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

１h00ｍ

計 17h30ｍ

　１　危機管理・リスクマネジメント自己評価

篠　原　　　滋
(一社)日本経営協会
講師

　２　危機管理の全体理解

　３　事例に学ぶ

　14　クライシスコミュニケーションの理解

　９　不祥事リスクと内部統制

　15　まとめ，質疑応答

　13　机上演習（「リスクコミュニケーションの実践」）

　10　ケーススタディ・リスクコミュニケーションⅡ

　11　労務リスクとコントロール

　12　ケーススタディ・リスクコミュニケーションⅢ

 ３h30ｍ

 ３h00ｍ

 ４h00ｍ

 ３h00ｍ

 ３h00ｍ

　４　自治体リスクマネジメントの実践

　５　クライシスマネジメントの基礎知識

　６　公務員不祥事とリスクマネジメント

　７　事例に学ぶ

　８　ケーススタディ・リスクコミュニケーションⅠ



87─　　─ 88─　　─

修了者数

15人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

一橋大学大学院法学
研究科
教授

講　義

・総論（ＮＰＭの理論と実践）

講　義

・自主財源の拡充戦略（法定外税の考え方等）

・自治体のファシリティマネジメント
（ＰＦＩ，指定管理者制度，ネーミングライツ等） 木　村　俊　介

　　１h00ｍ

計 17h00ｍ

講　義

・個別事例演習・グループ討議

・グループ発表・講評

 16h00ｍ

・地方分権と地方財政

講義・演習

　　内　　　　　　容 時間数

第11　行政課題研修

１　第31回 新公共経営(ＮＰＭ)コース

実　施　期　間

平成25年８月26日～８月28日
行政改革，人事，組織管理の担当職員
及び受講を希望する職員

対　　　象

講　　　　　　　師

所　属・職　名



87─　　─ 88─　　─

修了者数

31人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

計 17h00ｍ

地域活性化システム論，参考事例（やねだん等）

ビデオ鑑賞による講義

グループ討議

地域活性化に関する企画書作成

発表・質疑応答・まとめ

　　１h00ｍ

東北の自然，文化，暮らしなどの資産の持続的活用

行政の地域活性化政策創出のポイント

講　義　　　～地域活性化の実践者による講義～

 13h00ｍ 木　村　俊　昭
東京農業大学生物産
業学部
教授

「できない」を「できる！」に変える実行力・仕事術

全国の地域の現状と課題

地域活性化，そのモノサシとは？

効果的な事業展開

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

基調講義　　～地域経済の研究者による基調講義～

 ３h00ｍ 千　葉　昭　彦
東北学院大学経済学
部
教授

地域活性化とは

東北地方の現状と地域活性化戦略

２　第32回 地域経済活性化コース

実　施　期　間 対　　　象

平成25年９月11日～９月13日
住民協働によるまちづくりや地域興し
に興味のある職員及び受講を希望する
職員



89─　　─ 90─　　─

修了者数

10人

氏　　名

開・閉講式，オリエンテーション

計 16h00ｍ

東北大学大学院経済
学研究科
教授

吉　田　　　浩

講義・実習

 ３h00ｍ

 ９h00ｍ

　　１h00ｍ

講義・実習

人口・介護保険料のシミュレーション

福祉の自治体シミュレーション

発表・まとめ

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

講　義
 ３h00ｍ

高齢化社会の現状と政策

３　第33回 少子・高齢問題コース

実　施　期　間 対　　　象

平成25年10月２日～10月４日 受講を希望する職員

受講者数

381人

氏　　名

計 １h30ｍ

　目指すべき目標像・施策の方向性について

～東日本大震災からの復興を通して～

 １h30ｍ

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

特別講演

伊　藤　元　重

復興推進委員会 委
員長
東京大学大学院経済
学研究科 教授
（公財）総合研究開
発機構 理事長

新しい東北の創造に向けて

第12　セミナー

実　施　期　間 対　　　象

平成26年1月7日 受講を希望する職員
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受講者数

41人

氏　　名

教育研修企業
講師

教育研修企業
教育研修企業５社による模擬講義

（１社　60分）

オリエンテーション

 ５h00ｍ

　　15ｍ

情報交換 　　15ｍ

計 ７h00ｍ

平成25年度　研究事業実績

「地域人材を育てる自治体研修改革」
 １h30ｍ 土　山　希美枝

龍谷大学政策学部
准教授

　　内　　　　　　容 時間数
講　　　　　　　師

所　属・職　名

特別講演

　第46回 研究会

実　施　期　間 対　　　象

平成25年７月30日～７月31日
職員研修担当者及び受講を希望する職
員
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１　評議員　　７人

２　監　事　　２人

３　理　事　　７人

４　職　員

正　木　　　毅

佐　藤　二三男 総　括 ：常勤嘱託職員

高　橋　祐　司 総　括 ：宮城県派遣職員

佐　藤　信　夫 庶　務　・　寮　務　 ：常勤嘱託職員

藤　野　寿　光 庶　務　

高　橋　祐　司 総　括 ：宮城県派遣職員

梅　澤　信　一 研　修 ：常勤嘱託職員

佐　藤　祐美子 研　修

〔公益財団法人 東北自治研修所 役員・職員名簿〕
平成26年1月現在

氏　　　名 所　属　・　職　名

青 森 県 　工　藤　純　一 青 森 県 総 務 部 次 長

岩 手 県 　大　槻　英　毅 岩 手 県 総 務 部 人 事 課 総 括 課 長

秋 田 県 　金　田　早　苗 秋 田 県 自 治 研 修 所 長

宮 城 県 総 務 部 参 事 兼 人 事 課 長

山 形 県 　中　山　芳　昭 山 形 県 職 員 育 成 セ ン タ ー 所 長

福 島 県 　橋　本　明　良 福 島 県 総 務 部 次 長 ( 人 事 担 当 )

氏　　　名 所　属　・　職　名

秋 田 県 　武　田　　　勝 秋 田 県 総 務 部 次 長

宮 城 県 　上 仮 屋  　尚 宮 城 県 総 務 部 長

宮 城 県 　宮　川　耕　一

　坊　良　英　樹 岩 手 県 総 務 部 人 事 課 給 与 人 事 担 当 課 長

理 事 　白　山　昭　彦 青 森 県 総 務 部 人 事 課 副 参 事

宮 城 県 　今　野　　　順 宮 城 県 総 務 部 次 長

氏　　　名 所　属　・　職　名

　佐　藤　　　隆 福 島 県 総 務 部 職 員 研 修 課 長

理 事 　中　山　正　弘 山 形 県 職 員 育 成 セ ン タ ー 副 所 長

理 事 　保　坂　雅　弘 秋 田 県 自 治 研 修 所 次 長

　正　木　　　毅 公 益 財 団 法 人 東 北 自 治 研 修 所 長

　佐　藤　二三男 公 益 財 団 法 人 東 北 自 治 研 修 所 事 務 局 長

代 表 理 事

常 務 理 事

氏　　　名

総
務
担
当

次 長

主 幹

摘　　　　　　　　　要

所 長 兼宮城県公務研修所長

事 務 局 長

主 任 主 査

教
務
担
当

( 次 長 ）

副 参 事

主 査

職　　　名

県　　名

役 職 名

理 事

理 事

県　　名
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〔 編 集 後 記 〕

○この機関誌「東北自治」は，昭和 39 年の創刊以来，この号で 80 号に至りました。第 73 号からは
CD-ROM で，79 号からはホームページへの掲載の形態で発行しています。今号も多くの方々に御
協力をいただき発行することができました。深く感謝申し上げます。

○公益法人制度改革に伴い，当財団は，公益財団法人への移行が認められ，平成 25 年 4 月から「公
益財団法人」として業務を行っています。これを機になお一層，東北 6 県の地方公共団体職員の
資質と能力の向上に資する研修の充実・強化を図ってまいりますので，多くの職員に受講してい
ただくよう，よろしくお願いします。

○ 25 年度には，「主任級職員研修」，「危機管理研修」及び行政課題研修の「地域経済活性化コース」
の 3 つの研修を新たに実施しました。3 つの研修とも，受講者の評価が高く，企画担当者としては，

「ニーズに適合した研修」を実施できたと思っています。この内，「主任級職員研修」は，若手職
員を対象とした政策形成能力の向上を目指すことに特化した 4 週間の研修ですが，受講者 28 人の
男女比が 1：1 でした。これは，当研修所が実施した研修では初めてのことで，今後も女性の占め
る割合が高くなるものと思います。人事・研修担当の皆様には女性職員の積極的な受講に御協力
をお願いします。

　なお，「主任」の意味は，「初任の時期を卒業して独り立ちして仕事ができる人」の意味であり，
自治体の実際の職位を表すものではありません。

○宮城県の天気予報は，山沿いの「西部」と平野部の「東部」に区別されています。仙台市は大部
分が東部ですが，仙台市との境界からわずか数キロに位置している当研修所がある富谷町成田地
区は，西部です。成田地区の気温は，仙台と比べて 2 度程度低く，この原稿を書いている 3 月 5
日現在，中庭には，2 月上旬に降った雪が解けずに残っています。11 月以降に受講する場合は，
仙台よりも少しだけ厚着して下さい。

東 北 自 治 80 号

発　行　　平成 26 年 3 月
編　集　　公益財団法人　東北自治研修所

〒 981-3341
宮城県黒川郡富谷町成田二丁目 22 番地 1

（東北自治研修所センター内）
TEL：022-351-5771・5772
FAX：022-351-5773
URL：http://www.thk.- jc.or.jp
E-mail：thk- jc@thk- jc.or.jp
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